
計量器のリスク対策の変化

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

物質計測標準研究部門 計量標準基盤研究グループ

渡邊 宏

第5回システムアシュランス研究会・第4回DEOS標準化部会講演会
2016年3月16日＠ＫＵポートスクエア



内容

• 特定計量器とリスク

• 計量規制のリスク対策の枠組み

–型式承認

• 技術の進展とリスク、リスク対策の変化

–課題 「計量器の無線通信」の紹介
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特定計量器とは

「資料2 計量制度の最近の動向と概要」p.11
計量制度に関する課題検討会（第1回）
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/keiryo_seido/001_haifu.html 3



計量器のリスク とは

• 適正計量の確保を妨げるもの

• 不正な計量値をもたらすもの

• 器差に影響を与えるもの

リスク対策の目的

消費者保護
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計量規制の中のリスク対策の枠組み
• 届出制度

– 製造事業者、修理事業者、販売事業者

• 検定制度個別に（構造および）器差を確認

• 型式承認制度 型式の構造および器差を確認

• 指定製造事業者制度

• 定期検査制度

• 技術基準のJIS化

– 構造および器差

• 計量士制度

• ...

計量法
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製品ライフサイクル

設計・試
作

製造

販売

使用

廃棄

修理
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特定計量器のライフサイクル

設計・試
作

製造

販売

使用

廃棄

修理

型式
承認

検定
再検
定

定期検査、
装置検査、
再検定

ガスメーター 10年, 水道メーター 8年, 

自動車等給油メーター 7年
タクシーメーター 1年, 非自動はかり 2年
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特定計量器の型式承認

国

産総研、日本電気計器検定所

製造事業者

計量法施行令第22条

申請 認証

技術基準:  JIS

計量器ごとに
構造および器差を規定

計量法
特定計量器検定検査規則

引用

合否判定基準
認証機関の内部基準、具体的
には産総研規程、日電研規程
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変化には、技術基準JISの変更で対応できる基本設計



計量器の技術の進展

• 機械式

• 電子式

• ソフトウェア制御

• ネットワーク化、無線

• クラウド、タブレット、スマートフォン

• IoT、ビッグデータ

• ...
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リスクおよびリスク対策
リスクのもと 対策 （型式承認試験への導入など）

電磁波、静電気 EMC試験など 1993

計量法全部改正と同期

ソフトウェア制御 タクシーメーターのソフトウェア確認 2005

業界団体と産総研で合意した産総研内部基準にもとづき開始

非自動はかりソフトウェア確認 2009

JIS改訂 （国際整合化）

電力量計（通信機能書き換え想定）ソフトウェア確認 2013

日電検内部基準にもとづき開始、JIS改訂中

検出部と表示機構をつな
ぐ無線通信

水素ステーション 水素燃料計量システムのJIS化中
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計量規制の中の無線通信
計量器と無線通信の現状整理 1

– 特定計量器検定検査規則は無線通信に言及なし
• 作成した当時（平成５年）、無線通信まで考慮しなかった

• これまで、無線通信に関して見直されてこなかった

• 関連する個所はある
– 検則11： 検出部と構造上一体となった表示機構。検出部に近接した表示機構

– 検則12： 分離することができる表示機構

– 検則13： 複数の表示機構

– 面前計量の原則に従う考え方：
• 取引証明行為に使用できる計量値は規制対象範囲内のデータ。

• 規制対象範囲は計量器ごとに異なる

– 規制対象範囲外へデータを出力することは規制しない
• 一旦範囲外へ出たデータは通信可能

• 特例：遠隔検針値による電気取引は制限されない （エネ庁通達）
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遍在する無線通信、問題の無線通信
計量器と無線通信の現状整理 2

• 遍在する無線通信

– 規制対象範囲外でのデータ通信進む

• はかり、医療用体温計、血圧計など

– スマートメーター導入進む

• 取り扱いが問題となる無線通信

– 検出部と表示機構の間をつなぐ無線通信

• 検則11条に該当しない計量器

• 検則11条にある「近接した表示機構」の適用

– タブレット、スマートフォンを用いた表示機構

• 端末ひとかたまりで表示機構を実現

• さらに進み、アプリケーション単体で表示機構を実現

– 顔のない（表示機構がない）計量器
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技術基準の変更で対応可能か？

国

産総研、日本電気計器検定所

製造事業者

計量法施行令第22条

申請 認証

技術基準:  JIS

計量器ごとに
構造および器差を規定

計量法
特定計量器検定検査規則

引用

合否判定基準
産総研規程、日電研規程
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対策（の枠組み）を変える道のり
ボトムアップ

JIS改訂, 

必用なら規制も改訂

型式承認試験改訂

JIS原案作成委員会で利害関係
者の合意形成

（消費者代表も含む）

JIS改訂キックオフ by METI

OIML R文書改訂
JIS廃止見直し時期

5年
製造事業者、業界団体

から要望
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その他

• 経済産業省：計量制度に関する課題検討会

– http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sa

ngi/keiryo_seido/index.html

– 2016.02.01-現在開催中

– トップダウン
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http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sangi/keiryo_seido/index.html


まとめ

• 特定計量器とリスク

• 計量規制の中のリスク対策の枠組み

–型式承認

• 技術の進展とリスク、リスク対策の変化

–課題 「計量器の無線通信」の紹介
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